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令和８ 年度 多摩ものづくりスタートアップ起業家育成事業 申請書 

 
申請年月日   令和 8年 〇 月 〇 日 

 
募集要項の記載内容を理解のうえ、記載内容に相違ないことを確認し、申請します。 
 

ふりがな カブシキカイシャ トウキョウ ふりがな トウキョウ タロウ 

申請企業名 
又は個人名 株式会社 東京 代表者名 東京 太郎 

連絡先住所 
〒○○○-○○○○ 

東京都○○市○○町○－○ 
TEL ○○-○○○○-○○○○ 

登記先住所 
〒○○○-○○○○ 

東京都○○市○○町○－○ 
連絡担当者 開発 一郎 

連絡先 E-mail ○○@○○.co.jp URL https://www.○○○○ 

属性 □ 創業予定個人 □ 個人事業主（創業１０年未満）  法人（設立１０年未満） 
 

１．申請事業テーマ（30字以内）及び概要 

テーマ ○○○○システムを用いた新たな○○○○装置の開発 

概

要 

誰に ○○○○な課題を持つ○○○○層および○○○○業界に従事する人 

何を ○○○○システムを加えた○○○○装置 

どのように ○○○○システムに○○○○機能を加えることで、新たに○○○○を提供できる装置を開発する 

２．企業概要（個人事業主・法人のみ） 

資本金（法人） 20,000 千円 創業/設立月      令和 〇年 〇月 

主要株主 

名前 金額（千円） 議決権割合（％） 名前 

東京 太郎 10,000 50.0% 東京 太郎 

○○ ○○ 6,000 30.0% ○○ ○○ 

○○ ○○ 4,000 20.0% ○○ ○○ 

事業内容 

製造業 □ 卸売業 □ 小売業  サービス業 □ その他 

○○○○システムの開発・販売 

 

役員数 ３名 従業員数 ５名 パート/アルバイト数  ２名 

直近期売上高 250,000 千円 （ 令和〇年  〇月期） □ 未決算 

３．申請者略歴（※法人の場合は代表者） 

略

歴 

令和〇年 〇月 〇〇大学〇〇学部〇〇学科 卒業 

令和〇年 〇月 株式会社〇〇 入社 〇〇事業に従事し、〇〇を担当 

令和〇年 〇月 株式会社〇〇 退社 

令和〇年 〇月 株式会社東京 設立 

    年    月  
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４．申請事業の概要 （各項目欄は適宜、拡大（縮小）して記載） 

（１）創業・開発経緯 

※創業（開発）の背景･動機についてご記入ください。 

代表の東京太郎は前職でシステム開発に携わっており、その経験や人脈を活かして独自で○○○○機械装置の開

発を行っている。取引先から年々○○○○に関するニーズが高まっており、弊社のシステムを利用しているユーザ

ーへのアンケート調査、および外部機関に依頼し顧客ニーズ調査を行ったところ、社会的に○○○○のニーズが高

まっていることが判明した。機械装置は今後、人材不足の○○○○現場でも活用が見込まれていることから新たな

○○○○機械装置を内蔵した製品の開発を決意する。 

○○○○機械は○○○○の性能を○○○○にすることで～ 

また、本製品事業化に向け、○○○○大学と提携が進んでおり開発と実証を行う。 

 

（２）対象市場と優位性、新規性 

※対象とする市場の規模・特徴・成長性についてご記入ください。 

既存の○○○○装置においてユーザーは○○○○層が最も多く、直近では○○○○の影響により、○○○○層や

○○○○業界に従事する人々の利用も増加している。そしてこれらの人々は○○○○装置を多用する場面が

増加傾向にあるとアンケート調査から判明している（下図参照）。今後はこれらの層に焦点を当て、量

産化を目指す。 

 

 

 

 

 

出典：○○○○調査 

 

※既存製品と比較しての優位性、新規性（機能、利便性、品質等）などについてご記入ください。 

今回○○○○システムを改良することで、○○○○時間の短縮と○○○○機能の向上が可能となる。また、○○○○

な状況においても本システムを○○○○装置を加えることで、ユーザーは○○○○することが可能となる。そ

れにより本開発により○○○○業界に寄与できる可能性があるため、BtoC だけではなく BtoB も期待で

きる。 

 加えて、○○○○システムに○○○○機能を搭載することでＣＯ２削減のデータ分析につなげる。 

※ニーズ調査状況 

□未実施   ☒実施済み（身内）   ☐実施済み（外部） 

実施内容 

ターゲット顧客候補である○○○○業界の知人○名に現状の課題ヒアリングを実施し、○○○○機能の

ニーズについて確認を行い、一定のニーズがあることを確認した。 

 

（３）ビジネスモデル 

※ビジネスモデル・事業スキーム、開発や実証における連携先などについてご記入・図示ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビジネスモデルとしては、直接販売○○○○円、サブスクリプション○○○○円による～ 

0

10

利用者 

〈開発・実証提携先〉 

○○○○大学 （株）東京  

 ○○○○株式会社 

○○○○団体 

事業名 コンテンツ 

機械装置 
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（４）開発計画 

※製品の開発状況と問題点などについてご記入ください。 

現時点で○○○○システム改良のため、○○○○機能の取り付けおよび機能検証まで実施しているものの、その

なかで○○○○という問題点が浮き彫りとなった。そのため今後新型の○○○○システムを正常に作動させるた

め、○○○○開発を実施する必要がある。 

 

※本事業を利用して取り組む試作品開発の内容（機能・性能等）についてご記入ください。 

（詳細は別紙「開発内容説明資料」参照） 

今回の開発で○○○○システムに○○○○機能を加えることで、○○○○サービスを開発。既存ユーザーの満 

足度向上および新規ユーザーの確保を図る。加えて○○○○装置に本システムを内蔵することで、○○○○性

能を高めた設計検証用の試作を行う。 

【目標】ハードウェア：○○○○機能の駆動機構、ソフトウェア：ユーザインターフェース 

 

※開発のための資金調達（出資・借入等）状況 

□エンジェルからの出資  □VCからの出資  ☒金融機関融資  □親族・知人からの借入  □その他 

VC、金融機関等の名称 調達時期 金額（千円） 状況 

○○○○銀行○○○○支店 令和〇年〇月 〇〇〇〇 □相談前 □相談中 □確定 ☒調達済 

○○○○銀行○○○○支店 令和〇年〇月 〇〇〇〇 □相談前 ☒相談中 □確定 □調達済 

   □相談前 □相談中 □確定 □調達済 
 

※現時点で想定している委託先、共同研究者等がいましたらご記入ください。 

連携内容 状況 連携先の名称 

設計検証用試作金属筐体フレーム加工 □委託先確定済み ☒打診中 □未定 ○○○○金属工業(○○市) 

 □委託先確定済み □打診中 □未定  

 □委託先確定済み □打診中 □未定  
 

※原理試作（プロトタイプ）の概要、写真貼付（別添も可） 

（詳細は別紙「開発内容説明資料」参照） 

○○○○システムにおいて、本研究開発では○○○○機能の実装および設計検証用試作作成までを行う。

○○○○サービスを持つ○○○○システムが本研究開発の最終成果物となる。○○○○機能により、ユーザーは

短時間で○○○○することが可能となる。  

また、本研究開発後に製品化するにあたっては、本システムを○○○○装置に内蔵させることで、○○○○ 

な状況において○○○○の提供が可能となる。加えて直近において○○○○システムを多く利用する○○○○層

や、○○○○業界に従事する人々に向け価値提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）実施体制・経営方針・ビジョン 

※どんな会社にしていきたいか、経営ビジョンについてご記入ください。 

○○○○に特化し、○○○○を軸として、○○○○が実現可能な集団を目指す。 

 

※事業実施体制について代表者の関与（本開発への注力）度を含めてご記入ください。 

代表者含め、社員はシステムの開発に精通している。特に○○○○分野において代表者の～そのため

社内一体となって○○○○サービスを加えた○○○○システム開発を目指す。 

 

写真 写真 写真 
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（６）知的財産権の保有・利用状況（出願中含む） 

知的財産権の 

獲得・利用方針 

※知的財産権の獲得や利用の方針についてご記入ください。 

コア技術は営業秘密として社内秘匿し、周辺技術を権利化することで多角的な知財保護体制

を築きます 

知的財産権の保有   

☒有 （内容/番号：   特許 0000000 号                        ）   □出願中  □無   

先行知的財産の調査状況 

未実施(弁理士に相談中) 

調査キーワード 
  

  

他者の知的財産権の利用：   ☒有   □無 

 ※本案件の試作開発にあたって他者の知的財産権を利用する可能性がある場合は、下に漏れなくご記入ください（別添可）。 

保有者名 番号 内容 使用許諾 

○○○○株式会社 特許第○○○○号 〇〇に関する〇〇の基本特許 ☒有   □無 

   □有   □無 

５．スケジュール（事業化（販売開始）時期等、現状の想定内容を記載） 

事業化予定  令和〇年 〇月 備考 
○○○○を予定しているため、事業化前に○○○○する必

要がある 

６．事業化した場合の売上計画（単位：千円）（販売開始後 2年間の売上計画を記載） 

 令和〇年 〇月期 令和〇年 〇月期 備考 

①売上数（個）、利用者（人）等 ○○○○人 ○○○○人  

②売上単価、利用料単価 等  ○○○○円  ○○○○円  

売上（①×②） ○○○○千円 ○○○○千円  

販売戦略 

・SNS広告や動画を中心とした○○○○～ 

・○○○○業界の展示会に出展し～ 

・前職で付き合いのあった代理店(○○○○)を通じて○○○○業界にリ

ーチする 

 

７．事業化に向けての課題 （今後､事業を行っていく上での課題を記載） 

①課題 

①○○○○システムと○○○○機能の組み合わせにおいて、○○○するという懸念点があ

る。 

②開発段階で○○○○による○○○○試験を複数回実施することで、○○○○実現可能を目

指し、～ 

③○○○○に関する部品調達先が未定 

②当事業で希望す

る支援内容 

☒メンタリング 

□マッチング（ものづくり） 

□マッチング（実証先） 

□マッチング（資金調達） 

□テストマーケティング 

☒費用支援 

（具体的な内容） 

メンタリング：今後の量産試作・量産に向けた資金調達(資

本政策等)の相談 

費用支援：設計検証用試作の開発委託費用 
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８．本事業以外に受けている（申請中含む）支援について（直近 3年以内） 

実施機関名 事業名称 状況 概要 

東京都中小企業振興公

社 
○○○○助成金 

☒ 採択・利用中  

□ 申請中 

□ 検討中・申請予定 

□ 支援終了 

〇〇調査 

○○○○団体 ものづくり○○○○補助金 

□ 採択・利用中  

☒ 申請中 

□ 検討中・申請予定 

□ 支援終了 

○○○○の向上のための

○○○○開発 

○○○○市 開発支援○○○○補助 

□ 採択・利用中  

☒ 申請中 

□ 検討中・申請予定 

□ 支援終了 

○○○○機能の開発 

 

９．申込要件・重要事項の確認 

申込要件を満たしているかご確認のうえ、各項目右側の確認欄のリストから選択してください。申請には全て○が記載されている

必要があります。 

項目 確認 

１ 
ソフトウェアとハードウェアを融合したプロダクト等を開発中で、東京都内で新規事業を立ち上
げる意欲があり、かつプロトタイプ（原理試作）を開発済みである 

〇 

２ 

申請時点において、以下いずれかに該当する 
① 都内での創業を具体的に計画している個人※ 
② 法人登記を行ってから 10年未満の法人の代表者 
③ 税務署へ開業の届出を行ってから 10年未満の個人事業主※ 

〇 

※個人（個人事業主を含む）においては、支援決定後、速やかに法人化できる 

３ 

以下のいずれかに該当する法人又は個人事業主、創業予定者である 
 □製造業・その他※ ：資本金３億円以下又は従業員３００人以下 
          （※）ソフトウェア業、情報処理サービス業も含む 
 □卸 売 業：資本金１億円以下又は従業員１００人以下 
 □サ ー ビ ス 業：資本金５千万円以下又は従業員１００人以下 
 □小 売 業：資本金５千万円以下又は従業員５０人以下 

〇 

４ 
税金等を滞納していない。また、東京都及び公社に対する賃料又は使用料等の債務の支払
いが滞っていない 

〇 

５ 
本申請と同一内容及び経費で公社、国、都道府県又は区市町村等から助成を受けていない 
（過去に本事業に同一テーマで採択され費用支援を受けていない） 

〇 

６ 
民事再生法、会社更生法、破産法に基づく申立・手続中（再生計画等認可決定確定後は除
く）又は私的整理手続中ではない 

〇 

７ 「東京都暴力団排除条例」に規定する暴力団関係者、又は金融・貸金業等に該当しない 〇 

８ 
事業の実施にあたって必要な許認可を取得し、関係法令を遵守すると共に、支援終了後の活
用状況報告その他公社が必要に応じて実施する調査に協力できる 

〇 

９ その他、募集要項の応募要件に全て合致していることを確認した 〇 

10 審査スケジュールへの対応（審査会への参加等）が可能である 〇 

11 本支援で製作した試作品について、販売や他者への譲渡ができないことを確認した 〇 
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12 
支援期間中に、応募要件に合致しなくなった場合（虚偽申告の事実が判明した場合を含む）、
公社の判断により支援中止となることがあることを了承した 

〇 

13 月 1回程度の定期的な会議や、定期的なメンタリングへの参加が可能である 〇 

 

 

【申込者情報のお取扱いについて】 
・利用目的 

１．当該事業の運営管理・統計分析のために使用します。 
２．各種事業案内や調査依頼を行う場合があります。 
※上記２を希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。 

・第三者への提供 
原則として行いませんが、以下により行政機関へ提供する場合があります。 
目的：各種事業案内、調査依頼 
項目：氏名、連絡先等、当該事業申込書記載の内容 
手段：電子データ、プリントアウトした用紙 
※希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。 

・個人情報 
「個人情報保護指針」に基づき管理しています。公社 HP（https://www.tokyo-
kosha.or.jp/privacy.html）から閲覧及びダウンロードすることができますので併せてご参照ください。 


